
(10)(11) ２０１２．２ 広報いよし広報いよし ２０１２．２

人事行政の運営状況を公表します

①職員数②給与③手当④特別職

⑤休暇

⑥人材育成・研修

（１）部門別職員数　　　　　　　（各年４月１日現在）

職員数 対前年
増減数２２年度 ２３年度

一　般
行政部門

議会 ３ ３ ０

総務企画 ７７ ７３ △４

税務 ２０ １９ △１

民生 ９５ ９２ △３

衛生 ２０ １９ △１

労働 ０ ０ ０

農林水産 １８ １８ ０

商工 ４ ４ ０

土木 ２９ ２７ △２

小　計 ２６６ ２５５ △１１

特　別
行政部門

教育 ５８ ５９ １

小　計 ５８ ５９ １

公　営
企業等

病院 ３ ３ ０

水道 １２ １２ ０

下水道 １３ １２ △１

その他 ２２ ２２ ０

小　計 ５０ ４９ △１

総　合　計 ３７４ ３６３ △１１

（２）年齢別職員構成 （平成２３年４月１日現在）

（１）総括
①人件費　　　　　　　　　　                　  　　　　　（平成２２年度決算）

区  分 人  口
（人）

歳 出 額
（千円）

実質収支
（千円）

人 件 費
（千円）

人 件
費 率
（％）

【参考】
２１年比
率      （％）

２２年度 ３９，２１７ １６，７７３，６８０ １，４８２，９１８２，６８７，０７１ １６．０ １６．８

※人口：住民基本台帳人口（平成２３年３月３１日現在）
※普通会計決算による。

②職員給与費　（平成２２年度決算）

③ラスパイレス指数 　　　　　　　　（各年４月１日現在）

区  分 １９年 ２０年 ２１年 ２２年

伊予市 ９４．３ ９５．５ ９５．８ ９７．３

全国平均 ９７．９ ９８．３ ９８．４ ９８．８

（２）職員の平均給料月額、初任給等
①職員の平均年齢、平均給料月額　　（平成２３年４月１日現在）

区　分
一般行政職 技能労務職 教育職

平均年齢

（歳）

平均給料

月額　（円）

平均年齢

（歳）

平均給料

月額（円）

平均年齢

（歳）

平均給料

月額　（円）

伊予市 ４２．５３２４，８４７ ５３．８ ２８３，６６１ ４１．７３０９，８４６

②初任給の状況　　　　　　    　　（平成２３年４月１日現在）

区　分
初任給

（円）

採用２年経過
給料額　（円）

一般行政職
大学卒 １７２，２００ １８４，２００

高校卒 １４０，１００ １４８，５００

技能労務職
高校卒 １３７，２００ １４５，５００

中学卒 １２９，２００ １３６，１００

教育職
大学卒 １７２，２００ １８４，２００

短大卒 １５２，８００ １６４，３００

※経過給料額は、平均的な金額を記入しています。

（１）期末手当・勤勉手当　 　　　　　　　　（平成２３年分）

区　分 期末手当 勤勉手当 計

６月期　 １．２２５月分 ０．６７５月分 １．９０月分

１２月期　 １．３７５月分 ０．６７５月分 ２．０５月分

計 ２．６０月分 １．３５月分 ３．９５月分

※職制上の段階・職務の級等による加算措置があります。

（２）退職手当　　　　　　　  　　（平成２３年３月３１日現在）

自 己 都 合 勧 奨・定 年

勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分

勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分

勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分

最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分

その他の加算額 定年前早期退職特別措置（２～２０％加算）

平均支給額 １７，０８５千円（平成２３年３月末退職分）

（３）特殊勤務手当 　　　　　     （平成２３年４月１日現在）

支給実績 ６０千円

支給職員１人当たりの平均支給年額 １４，９４０円

職員全体に占める支給職員の割合 １．１％

※「支給実績」・「支給職員１人当たりの平均支給年額」は、平成２２年度決算額

です。

（４）時間外勤務手当　  　 　　 （平成２２年度決算）

支給実績（総額） ５６，１５８千円

職員１人当たりの平均支給年額 ３５５，４２８円

（５）その他の手当　　　　　　　  （平成２３年４月１日現在）

手
当

内容及び支給単価
　　　（全て月額）

支給実績
（千円）

支給職員１人当たり

平均支給年額（円）

扶
養

扶養親族のある職員に支給
（例）配偶者　１３，０００円
　 　 子　　　  ６，５００円

４８，７９５ ２４２，７５９

住
居

持家  ３，５００円
借家 ２７，０００円（限度額）

２７，０２７ １４４，５２６

通
勤

○交通用具使用者
　片道 ２～５㎞　２，０００円
　片道 ５～１０㎞　４，１００円
　片道１０～１５㎞　６，５００円
　片道１５～２０㎞　８，９００円
○交通機関使用者
　最長６カ月の定期券等の
価格による一括支給（限度
額 ５５，０００円）

１６，４３６ ６７，０８５

管
理
職

総務部長　　　　６０，０００円
その他の部長級　５５，２００円
課長級　　　　　４３，４００円
主幹級　　　　　３１，４００円

４４，１５３ ４２８，６６４

①年次有給休暇…年次有給休暇は、１年ごとに２０日

付与されます。

　○平成２２年中１人当たり １１日

②育児休業…職員が３歳に満たない子を養育するた

め、育児のために休業することが認められる制度です。

（育児休業している期間は、給与は支給されません。）

　○平成２２年度中取得者  １２人

（３）一般行政職の級別職員数  （平成２３年４月１日現在）

　「伊予市人材育成基本方針」を策定し、市民の参画

と協働のまちづくりを実現するための職員像を明ら

かにしています。

　職員の勤務能率の発揮・増進のため、自治大学校

（１人）、市町村職員中央研修所（５人）、全国市町村国

際文化研修所（４人）、愛媛県研修所（２１人）へ職員を派

遣し、資質の向上に取り組んでいます。

特別職の報酬等の状況　　　　　 　　　　（平成２３年分）

区　分 給料月額 県内各市における最高・最低額

給料
市長 ８６５，０００円 １，１２０，０００円・８５５，０００円

副市長 ６７１，０００円 ８９９，０００円・６６３，０００円

報酬

議長 ４２７，０００円 ７３２，０００円・３９７，０００円

副議長 ３４６，０００円 ６５４，０００円・３２４，０００円

議員 ３１６，０００円 ６２３，０００円・２９８，０００円

期末
手当

市長・副市長 （支給割合）　２．９５月分

議長・副議長・

議員
（支給割合）　２．９５月分

退職
手当

市長

（算定方式）　　　　　  　（１期の手当額）

月額×４６／１００×在職月数　１９，０９９，２００円

副市長 月額×２７／１００×在職月数　 ８，６９６，１６０円

※退職手当の「１期の手当額」は、４月１日の給料月額及び支給率に基づき、１

期勤めた場合における退職手当の見込み額です。

２０～２７歳　２６人（７．２％）

２８～３５歳

６８人（１８．７％）

３６～４３歳

１２２人（３３．６％）

４４～５１歳

７１人（１９．６％）

５２～６０歳

７６人（２０．９％）
※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公

務員の給与水準を示す指数です。

※職員手当には、退職

手当は含みません。

給料

１，３６９，６０３千円

（６６．６％）

職員手当

１９６，７５１千円

（９．６％）

期末・勤勉手当

４８８，７３４千円

（２３．８％）

合計　２，０５５，０８８千円　　１人当たり　５，４９４千円

１級（主事）

 １３人（５．８％）

２級（主事・技師）

 ２２人（９．９％）

３級（主査・主任）

 ７８人（３５．０％）

４級（主査）

 ３６人（１６．１％）

５級（主幹）

 ４４人（１９．７％）

６級（課長・局長・室

 長） 　２４人（１０．８％）

７級（部長・所長・局長）

６人（２．７％）

（４）職員数の推移

一般行政

教育

公営企業

２８６

Ｈ１７ Ｈ２３Ｈ１９ Ｈ２１

２９０ ２７３ ２５５

７６ ６７ ６２ ６０

５１ ５１ ５２ ４９

４１３ ４０８ ３８７
３６４ 合計

０

５００

（人）
　「第２次伊予市定

員適正化計画」に基

づき、平成２７年４

月１日までに職員

を３６０人に削減す

る予定です。

※職員数には、教育長を含

みます。

　集合研修として、

ビジネスマナー・接

遇研修、ＡＥＤ研修、

業務改善研修、階層

別研修、メンタルヘ

ルス研修などを実

施しています。

　地方公務員法第５８条の２第３項及び伊予市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

第６条の規定に基づき、伊予市の人事行政の運営等の状況概要を公表します。

詳しくは、伊予市ホームページでご覧になれます。問い合わせ　総務課人事担当（内線５６０・５６１）


